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経済産業大臣　殿

様式第28（第136条関係）

財産及び収支に関する報告書

(2) 損益計算書に関する事項（別表(ﾛ)により記載すること。）

許可番号

住　  　所

名　   　称

代表者の氏名

　標記の事業年度が終了したので、割賦販売法施行規則第136条の規定により、下記のとおり報告します。

記

許可割賦販売業者又は法第35条の３の61の許可を受けた者（以下「許可割賦販売業者等」という。）に関す
る状況

(1) 貸借対照表に関する事項（別表(ｲ)により記載すること。）

(3) 減価償却、人件費等に関する事項（別表(ﾊ)により記載すること。）

(4) 従業員数に関する事項（別表(ﾆ)により記載すること。）

(5) 予約前受金の内訳に関する事項（別表(ﾎ)により記載すること。）

(1) 貸借対照表に関する事項（別表(ｲ)により記載すること。）

(6) 密接な関係を有する者（以下「関係会社」という。）の状況に関する事項（別表(ﾍ)により記載すること。）

関係会社に関する状況

(1) 貸借対照表に関する事項（別表(ｲ)により記載すること。）

(2) 損益計算書に関する事項（別表(ﾛ)により記載すること。）

(3) 減価償却、人件費等に関する事項（別表(ﾊ)により記載すること。）

(4) 従業員数に関する事項（別表(ﾆ)により記載すること。）

連結合計に関する状況

（備考） 

用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。

関係会社に関する状況については、関係会社の各社ごとに作成すること。

連結合計に関する状況については、許可割賦販売業者等と関係会社各社との合計の数値を記載すること。
ただし、許可割賦販売業者等又はその親会社が連結財務諸表提出会社（連結財務諸表の用語、様式及び
作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第２条第１号に規定する連結財務諸表提出会社をい
う。）である場合にあっては、当該連結財務諸表の数値を記載すること。

(2) 損益計算書に関する事項（別表(ﾛ)により記載すること。）

(3) 減価償却、人件費等に関する事項（別表(ﾊ)により記載すること。）

(4) 従業員数に関する事項（別表(ﾆ)により記載すること。）
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別表(ｲ)

貸借対照表に関する事項

名称

区分 許可割賦販売業者等・関係会社・連結合計

流
 
 

動
 
 

資
 
 

産

現預金

受取手形

［うち関係会社間の取引］

（単位：千円）

貸　借　対　照　表　（借　方　の　部）

決算期（西暦年） 年 月期
決算月数

商品貯蔵品等在庫

前渡金

ヶ月

売掛金・施行未収入金

［うち関係会社間の取引］

帳簿価額 修正価額

［うち関係会社間の取引］

有価証券

前払費用

未収入金・未収利息

短期貸付金

［うち関係会社間の取引］

立替金・仮払金

［うち関係会社間の取引］

［うち関係会社間の取引］

貸倒引当金

繰延費用（１年以内）

その他流動資産

その他有形固定資産

流動資産計

［うち関係会社間の取引］

有形固定資産計

固
　
　
定
　
　
資
　
　
産

有
　
　
形

建物・建築物・付属設備

什器備品・貸し衣装・装具

土地

無
　
　
形

借地権

その他無形固定資産

建設仮勘定

預託基金

出資金

〔うち会員移籍に伴うのれん〕

無形固定資産計

［うち関係会社間の取引］

〔うち繰延費用（１年超）〕

［うち関係会社間の取引］

その他投資等

［うち関係会社間の取引］

固定資産計

［うち関係会社間の取引］

投
　
　
資
　
　
等

長期貸付金

［うち関係会社間の取引］

保証金（営業保証、前受業務保証）

貸倒引当金

投資等計

繰延資産

資産総計

［うち関係会社間の取引］
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貸　借　対　照　表　（貸　方　の　部）

負
　
債

流
　
　
動

支払手形

［うち関係会社間の取引］

短期借入金

［うち関係会社間の取引］

買掛金

［うち関係会社間の取引］

未払金・未払費用

［うち関係会社間の取引］

１年以内返済長期借入金・社債

［うち関係会社間の取引］

買物券

商品券

会員前受金（１年以内）

未払法人税等

賞与等諸引当金

預り金・仮受金

［うち関係会社間の取引］

流動負債計

［うち関係会社間の取引］

その他流動負債

［うち関係会社間の取引］

その他諸引当金

その他固定負債

［うち関係会社間の取引］

負債合計

［うち関係会社間の取引］

固定負債計

［うち関係会社間の取引］

固
　
　
定

長期借入金・社債

［うち関係会社間の取引］

会員前受金（１年超）

退職給付引当金

［うち関係会社間の取引］

〔うち資本準備金〕

純
　
　
資
　
　
産

株
　
　
主
　
　
資
　
　
本

資本金

［うち関係会社間の取引］

資本剰余金

［うち関係会社間の取引］

利益剰余金

［うち関係会社間の取引］

〔うちその他資本剰余金〕

〔うちその他利益剰余金〕

（うち任意積立金）

［うち関係会社間の取引］

〔うち利益準備金〕

株主資本合計

［うち関係会社間の取引］

（うち繰越利益剰余金）

自己株式

〔うち土地再評価差額金〕

新株予約権

評
価
等

評価・換算差額等合計

〔うちその他有価証券評価差額金〕

〔うち繰越ヘッジ損益〕
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負債・純資産合計

［うち関係会社間の取引］

純資産合計

［うち関係会社間の取引］

［うち関係会社間の取引］の欄には、許可割賦販売業者等及び関係会社相互間の取引高を記載すること（許可割賦販売業者等又はその親
会社が連結財務諸表提出会社である場合は除く。）。

「26.預託基金」には、指定受託機関へ預託した受託事業基金等の金額を記載すること。

「40.買物券」には、前払式特定取引契約約款に基づき発行した証票の金額を記載すること（会員前受金と区分して計上している場合に限
る。）。

「41.商品券」には、前払式支払手段（資金決済に法律（平成21年法律第59号）第３条第１項に規定する前払式支払手段をいう。）として発行
した証票の金額を記載すること（「40.買物券」に計上しているものを除く。）。

（注記）欄に、繰延費用のうち「11．繰延費用（1年以内）」及び会員前受金のうち「39．会員前受金（1年以内）」に計上する割合について、そ
の算定方法を記載すること。

（注記）

繰延費用のうち「11．繰延費用（1年以内）」及び会員前受金のうち「39. 会員前受金（1年以内）」ついては、･･････による方法により算定した
額を計上している。

･･････

（備考）

用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

「修正価額」の欄には、資産（土地及び建設仮勘定を除く。）にあってはその帳簿価額が当該資産を評価した額を超えるとき、負債にあって
はその帳簿価額が当該負債を評価した額を下るときに、その評価した額を記載すること。なお、修正価額欄を記載した場合は、該当する資
産、負債各欄の各勘定科目の計欄及び合計欄は修正価額により計算した金額を記載するとともに、純資産合計欄も修正価格により計算し
た金額を記載すること。
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別表(ﾛ)

損益計算書に関する事項

名称

区分 許可割賦販売業者等・関係会社・連結合計

（単位：千円）

損　益　計　算　書

〔うち葬祭売上高〕

金額 修正金額

売上高

［うち関係会社間の取引］

決算期（西暦年） 年 月期
決算月数 ヶ月

〔うち冠婚売上高〕

〔うち減価償却費〕

〔うち冠婚売上原価〕

売上原価

［うち関係会社間の取引］

販売費及び一般管理費

［うち関係会社間の取引］

〔うち葬祭売上原価〕

売上総利益

〔うち支払手数料〕

［うち関係会社間の取引］

〔うち賃借料・地代家賃〕

［うち関係会社間の取引］

〔うち減価償却費〕

営業利益

〔うちその他費用〕

［うち関係会社間の取引］

〔うち受取利息・配当金〕

［うち関係会社間の取引］

営業外収益

［うち関係会社間の取引］

〔うち受取手数料〕

［うち関係会社間の取引］

〔うち賃貸料・地代家賃〕

［うち関係会社間の取引］

営業外費用

［うち関係会社間の取引］

〔うちその他収益〕

［うち関係会社間の取引］

〔うちその他費用〕

［うち関係会社間の取引］

〔うち支払利息〕

［うち関係会社間の取引］

［うち関係会社間の取引］

特別損失

経常利益

特別利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

［うち関係会社間の取引］

税引前当期純利益

当期純利益

（注記）

･･････
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用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

「修正金額」の欄には、貸借対照表の資産又は負債の評価により発生した損失のうち決算期に属する費用として金額を修正すると
き、その他金額を修正する必要があるときに、その修正した額を記載すること。

［うち関係会社間の取引］の欄には、許可割賦販売業者等及び関係会社相互間の取引高を記載すること（許可割賦販売業者等又
はその親会社が連結財務諸表提出会社である場合は除く。）。

（備考）
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100 . 外務員

101 . 集金員

102 . 施行員

103 . 小計（含む、その他）

104 . 外務員

105 . 集金員

106 . 施行員

107 . 小計（含む、その他）

別表(ﾊ)

減価償却、人件費等に関する事項

名称

区分 許可割賦販売業者等・関係会社・連結合計

（単位：千円）

減　価　償　却、　人　件　費　等

償
　
却

減価償却限度額

減価償却実施額

償却限度額に対する過不足額

（単位：人）

役員報酬

人件費

募集費

申告所得

（備考）  用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

別表(ﾆ)

従業員数に関する事項

名称

区分 許可割賦販売業者等・関係会社・連結合計

（備考）  用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

減　価　償　却、　人　件　費　等

全従業員数

内
　
訳

正
社
員

臨
時
社
員
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所有割合
（％）

別表(ﾎ)

会員前受金の内訳に関する事項

（単位：件、千円）

予約前受金の内訳

基準月（西暦年） 年３月末 件数 金額

積立完了分

積立未了分

保留分

合計

決算期（西暦年） 　　　　　　　年　　期 件数 金額

解約返戻金

営業上の取引
関係被所有割合

（％）

（注記）     

解約返戻金は当該決算期の数値を記入。

それ以外は当該決算期に属する３月基準日の数値を記入。

（備考）  用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。

別表(ﾍ)

関係会社に関する事項

商号又は名称 代表者の氏名
主要な事業内
容

住所又は所在
地

議決権の所有又は被所有割合

（備考）  用紙の大きさは、日本工業規格A４とすること。
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